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Ⅰ　はじめに
　国家をどのように位置づけ，国家の役割をどう設定するかという問題は，現代自由主義に絶え
ず付着しているものである。自由主義の中核ともいうべき自由や権利の観念は国家によって，主
として国家において実現される。経済的自由を達成するための市場という組織は，今日地球的規
模にまで拡張しているといえるが，そうした状態も，様々な国家が自国において市場秩序を維持
しているからこそ可能になっているのである。もちろん国家は，自国の範囲を超えて拡張した市
場のあり方を完全にコントロールすることはできない。むしろ一国の経済は，他国の市場や，国
際的な市場のあり方によって大きく影響され，時には変形を余儀なくされることもあるほどであ
る。しかしそうではあっても，市場のあり方にとって，あるいはまた自由や権利の享受にとって，
国家が重要な役割を演じていることには何ら変わりはない。現代自由主義の最大の問題点は，そ
うした国家の役割が忘却されているかにみえるところにある。
　現在欧州連合が抱えている問題点，すなわちギリシャ，スペイン，イタリアなどにみられる財
政危機は，国家とは何か，人間のあり方にとって国家はどのような役割を果たすべきか，といっ
た政治哲学上の根本問題が何ら考慮されずに欧州統合が進められてきところに根本の原因がある，
ということもできる。欧州連合，とりわけユーロ使用国が直面しているのは，既存の国家の枠を
超えることができるのか，国家に捕われない欧州市民としての，あるいはユーロ使用国市民とし
ての協力が可能なのか，という問題である。それは今までのところ極めて困難である，というの
がこの問いに対する答となる。フランシス・フクヤマの言を借りれば，通貨同盟の最も大きな問
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〈Summary〉
  There are various arguments about the character and the role of national community in 
the contemporary political theories. Martha C. Nussbaum claims that the contemporary 
states should discharge duties of material aid as well as duties of justice to other countries. 
Jürgen Habermas stresses that we must integrate national communities with liberal political 
culture and adopt active immigration policy. Michael J. Sandel emphasizes the importance of 
the common good of communities but claims that sovereignty should be dispersed above 
and below the state. Yael Tamir insists that there is the particular importance of belonging to 
national communities independent of the significance of liberal political values. To sum up, 
national communities are formed according to our practical abilities and have particular 
significance to our self-government. Therefore, they must be protected by sovereignty.
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題点は「欧州人としての共通意識を醸成できなかった」ところにある。欧州連合の諸制度は，高
度な知識を持つ官僚によって作られたが，汎欧州的な愛国心をどう生み出すかについては，誰も
腐心しなかった。従って「この共同体を我がものとして受け入れるだけの経済的，超国家的価値
観が，不十分」である点に，現在の欧州危機の根本原因がある，ということになる1）。
　フクヤマのこの言葉を他の表現に置き換えると，欧州連合は既存の国家共同体（national com-
munityあるいは nation）に代わる新たな国家共同体の形成に取り組もうとしなかった，という
ことである。いわば，欧州統合を拡大しても，新たな国家共同体は自然に出現するものとみなさ
れていた，といってもよい。しかし，事はそのように簡単には運ばなかった。統合の拡大に伴い，
人々の一体感が国家を超えて，他の国家や地域にまで及ぼされるといった事態は生じることはな
かったのである。欧州統合に主導力を発揮するドイツ人であっても，貧しい自国の同胞に対して
なら，福祉政策を遂行する義務を引き受けても，ギリシャ人に対して同様の義務を負うことには
躊躇する。財政規律を欠き，身分不相応な生活をしている（とドイツ人がみなす）ギリシャ人に
対して，ドイツ人が連帯感や同胞意識を抱くことはないのである。
　周知の通り，現在ユーロ使用圏では金融に関する権限と財政に関する権限が分離され，前者に
関する権限は欧州中央銀行に，後者に関する権限は各国政府に委ねられている。つまり，金融に
関する主権と財政に関する主権が別々に行使されている，とみることもできる。金融に関する主
権は，ユーロ使用圏全体の利益の観点に立って行使されるのに対し，財政に関する主権は，各国
の国益の観点に従って行使されることになるのである。これはもちろん，国家が一つの共同体を
形成しているところでは起こり得ない事態である。主権とは国家の自己決定権（自らの意思を形
成し，かつ執行する権限）を意味する。従って金融に関する主権も財政に関する主権も，ともに
国家にあり，国民全体の利益を推進するという観点から行使されることはいうまでもない。とこ
ろが，ユーロ使用国全体に亘る共通意識も愛国心もなく，ユーロ国家を超える超国家的価値観も
育っていない状況の下では，ユーロ使用圏が，国家が行使しているのと同様な主権を行使し得な
いのは当然のことである。
　要するに，今日の欧州危機が私達に突きつけているのは，国家と人間の関わり方の問題である。
人間はなぜ国家を必要とするのか。国家を超えたところに，旧来の国家共同体に匹敵する新たな
共同体を築くことができるのか。国家の存続にとって不可欠な主権は，自由主義政治思想の中核
ともいうべき，自由や権利の観念とどのように結びついているのか。私達が考察を迫られている
のは，こうした政治哲学の中心的な課題である。
Ⅱ　他国への物質的支援の義務
　私達は単に国内の同胞に対してのみならず，広く国外の人々に対しても正義を実践する義務を
負っているが，そうした義務のなかに貧しい他国への物質的支援の義務も含めるべきであると説
くのは，哲学者マーサ・M・ナスバウムである。ナスバウムは，古代ローマの哲学者キケロの議
(3)
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論を批判的に参照しながら，そうした主張を展開する。ナスバウムによれば，キケロの説いた義
務論は，西洋の哲学的伝統のなかで最も大きな影響力を発揮したものである2）。ナスバウムが着
目するのは，キケロが義務を二つのタイプに区分した点である。一つが正義の義務である。これ
は国境の違いを超えて全ての行為者の活動に適用されるものであり，厳密で高度な道徳水準を要
求するものである。もう一つが物質的支援の義務である。これは正義の義務ほど厳密に適用され
るものではなく，支援者にとって近くにいる者，あるいは親しい者が，そうでない者よりも優遇
される余地が大いにあるものである3）。
　正義の義務とは二つの要請から成るものである。第一の要請は，人が間違った行為をしていな
いなら，その人が誰であれ，その人に対していかなる害悪も及ぼしてはならない，というもので
ある。第二の要請は，共同の物は共同の物として，個人的な所有物は当人自身の物として用いる
べしというものである。この第二の要請に基づけば，誰かが所有している財産を取り上げること
は，正義の根本的な侵害となる。ナスバウムによれば，この考え方はキケロの思想に深く浸透し
ており，キケロはこの考え方に立って，カエサルの土地再分配政策に対して激烈な反対論を展開
した4）。さらにナスバウムに従えば，キケロ的な正義の義務は，人間性尊重の理念，すなわち人
間を手段としてよりもむしろ目的として扱うべしという考え方を含んであり，それがカントに深
い影響を及ぼした理由である。キケロはこうした正義の義務を，超国家的な人間性の法則として
捉えていたのである5）。
　それでは他者に対する物質的支援の義務とは何か。ナスバウムによれば，キケロはこの義務も
人間性にとって基本的なものと捉えていたが，この義務に対しては幾つかの制約を置いていた。
まず援助が受け手に害を及ぼさないようにしなければならないし，援助によって私達自身が貧し
くなるということもないようにしなくてはならない。また援助が受け手の地位にふさわしいもの
である，ということも必要なことである。こうしてこの義務の履行に当たっては，被援助者の私
達に対する態度，彼らがかつて私達に及ぼした恩恵，私達自身の同胞との結びつきの度合い，と
いった様々な要素が考慮されることになる。そしてどの要素の比重が高いか，という判断が重要
なものになってくる。キケロに言わせれば，私達と最も緊密な結びつきを持つ人達が，最も大き
な恩恵を受けることで，人間相互の関係は最もよく保持されることになるのである6）。こうした
考え方に従えば，物質的支援は，結局支援者により近い者，より親しい者に与えられることにな
る。そして私達自身にいかなる犠牲も及ぼさない場合にのみ，国境の外にいる人達への物質的支
援が可能となる。
　ナスバウムが批判の矛先を向けるのは，正義の義務は普遍的，超国家的価値とみるのに対し，
物質的支援の義務はそのようなものとしては捉えない，キケロ（およびその後継者達）の姿勢で
ある。ナスバウムによれば，こうした考え方の源は，ストア派の思想のなかにある。ストア派の
影響を受けた人達の意識のなかには，外的な財物は善き人間生活にとって不必要なものであると
する考えがある。たとえ自然が最悪の状態をもたらそうとも，人間の内面には光り輝く威厳があ
る，とみるのである。そのようにみるなら，貧困は人間の意思に対して真に重要な影響を与える
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ものではない，ということもいえることになる。そしてそうした立場からは，意思のあり方が貧
困によって左右される場合には，それは個人的な弱点や失敗の結果とみなされることになる。ナ
スバウムは，レイプや拷問や民族的差別の害を受けた者を道徳的欠陥の持ち主とはみない人達の
なかにも，貧困は道徳的欠陥によるものとみる人達が相当いると述べ，ストア派の影響の大きさ
を指摘している7）。
　ナスバウムは，こうしたストア派的な見方を否定する。人間の内面には運命の打撃にしばしば
打ち勝つ威厳があることは事実であるとしても，こうした打撃が重要ではない，とはいえないの
である。運命の打撃を被ることにより，精神性，道徳的な力，他の人達と安定的な結びつきを形
成する力といった，ストア派が重視する人間の諸側面が深い影響を受けることになる，とナスバ
ウムは説く8）。さらにナスバウムは，物質的支援の義務を国家に対しても適用する。国家間の相
違は極めて大きいけれども，現代のストア派は，貧しい国々の個々の市民を無気力で怠惰だと
いって責めるのではなく，国家の間違った計画や，愚かな経済運営に貧しさの責めを求めようと
する。ナスバウムによれば，貧しい国家には確かにそうした責めを負う要因はあるけれども，惨
めな状況をもたらした点では，他国も責任を引き受けなければならないのである9）。
　ナスバウムがこうした議論を展開することによって推進しようとしたのは，物質的支援の義務
も，正義の義務と同様，普遍的で超国家的な価値として扱われるべきである，という考え方であ
る。それでは，普遍的で超国家的な価値とは何なのか。私達がまず注意を向けなければならない
のはその点である。そうした価値とは，私達が国家の違いを超えて，人間である限り共通に認識
できる価値を指すものと解されなくてはならない。人が不当に害されてはならないという命題や，
財産が不当に奪われてはならないという命題は，国境の違いに関係なく，誰もが共通にその正し
さを認識できるものである。私達が外国の人権侵害に抗議の声を発するのも，そこで普遍的な価
値が侵害されていると考えるからである。
　しかし物質的支援の義務については，これと同様なことをいうことはできない。もちろん物質
的支援の義務は大切なものである。しかし，物質的支援を行うべきか否か，行うとすればどの程
度の規模にすべきか，といったことに関しては常に議論があり，この義務の中身は，正義の義務
ほど一律に規定できるものではない。結局，物質的支援のあり方は，キケロのいう通り，支援の
与え手と受け手の関係，与え手自身の財政状況といったものを考慮して決定しなくてはならない。
物質的支援の義務は，正義の義務と同様の普遍的義務にはなり得ないのである。従ってそれぞれ
の国家にとって必要なことは，まず普遍的な正義の義務を自国内でしっかりと定着させることで
ある。そしてそこで確立された各種の自由（表現の自由，情報開示を求める自由など）に基づい
て，物質的支援の義務をどう果たすべきかを議論し，決定することである。二つの義務の間には，
そういう意味での前後関係がなくてはならない。
　ナスバウムは，国家や国境が人間にとってどのような意味を持つのかということに全く注意を
払わず，あるいは故意にそれを無視して議論を進めており，そこに彼女の特色があるともいえる。
確かに，私達にいかなる犠牲も及ぼさない場合にのみ国外への物質的支援を認めたキケロの見解
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は，余りにも極端なものといえるが，そうかといって，私達に多大な犠牲を要求し，国力を消耗
し尽くすような国外支援が，私達に肯定されることも絶対にない。国家とは人間に意味のある生
活空間を確保するための組織である。従って国家が衰弱すれば，その上に成り立つ自由も平和も
安全も危ういものとなる。正義の義務のような普遍的価値はまず国家において実践されなくては
ならない。外国支援の義務は，国家において国力に応じてなされるしかない。自由も正義も外国
支援の義務も国家を度外視して語ることはできないのである。
Ⅲ　政治文化による社会統合
　「国家とは何か」という問題を考えるためには，旧来の国民国家（nation-state）を基盤とした
政治のあり方に疑問を投げかけ，それとは異なった政治のあり方を提唱する，J・ハバーマスの
見解も検討する必要がある。ハバーマスによれば，旧来の国民国家中心の政治の見方では，ネー
ションとは，歴史的運命を共有する共同体が政治以前の（prepolitical）統一を保持しているとこ
ろに存在するものである。こうした見方に従えば，政治は，同一の歴史，言語，文化的起源，民
族などによって統一された共同体を前提にし，それに支えられることによって適切に機能するこ
とになる。これとは異なった，ハバーマス自身が支持する政治のあり方としては，民主政治と法
の支配を政治の中心に据えようとする立場がある。こうした立場に立てば，国民国家という用語
から，政治以前の民族的，文化的統一といった意味合いは取り除かれることになるのである10）。
　ハバーマスに従えば，ネーションの意味が，政治以前の統一体から民主主義的政体に対する市
民の政治的一体化へと転換する契機となったのはフランス革命である。19世紀末になると，国
民的一体性ということよりも，政治に参加し，他者と意思を伝え合う民主主義的市民という考え
方の方が優位を占めてくる。ハバーマスは「ネーションの存在とは……日々の国民投票である」
という 19世紀フランスの思想家アーネスト・ルナンの言葉のなかに，そうした転換の明白な徴
候を読み取っている11）。そして「市民からなるネーションは，その一体性を民族的，文化的な共
通性にではなく，参加し意思を伝達し合う権利を活発に行使する市民の実践に見出している」と
述べ，こうした権利を，共和主義的要素を持った市民権と名づけている12）。このような考え方に
従えば，共和主義的市民権は，血統とか，共有された伝統とか，共通の言語といった基盤の上に
統合された，政治以前の共同体に属することとは全く別のこととされ，それよりもはるかに重視
されることになる。
　ハバーマスは，こうした市民からなる民主主義的立憲国家が，旧来の国民国家に取って代わら
なければならないということを強調する。民主主義的立憲国家とは，自らを自由で平等な人々の
結合体として認識するものである。そこでは国家の成員であるか否かは自発性の原則によるもの
とされる。従ってある人がある国に出生し，居住を認められているということは，その人が必ず
その国の政府の主権的権威に服さなければならないということを意味するものでは決してない。
出生と居住の承認は，単に，市民の方に統治に対する暗黙の同意があるということを示す，行政
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上の目安としての機能をはたしているに過ぎない。市民は，こうした同意とみなされるものを示
すだけでなく，移民の権利と自らの市民権を拒否する権利も持っているのである13）。
　ハバーマスは，特定の歴史や伝統や文化に従ってではなく，自由と民主主義の理念に従って
人々が生きることを可能にするものを政治文化と呼ぶ。今日の多文化社会を統治するためには，
こうした政治文化に依拠することが必要となる。ハバーマスによれば，アメリカ合衆国は同一の
政治文化と単一の言語によって結びついた多文化社会であり，欧州連合は多様な国籍からなる多
言語国家である14）。欧州連合の困難さは，一つはそれが多様な国民国家から構成されているだけ
に，各国の主権保持の要求を抑えられない，というところにある。さらにまた，民主主義的なプ
ロセスが国家の範囲内でのみ機能するという不完全さを露呈しているところにもある。結局欧州
連合の問題点は，政治的な公的領域が国家という単位に分断されている点にある，とハバーマス
はいう。欧州市場の拡大は，法的，行政的手段によって行われることになるが，これと対比すべ
き欧州議会の権力は極めて限られており，構成国の政治的な公的領域においても，その姿は見え
憎いものになっているのである。要するに，政治参加の権利が国境を越えて効果的に拡大してい
ないところに，ハバーマスは欧州連合の究極の問題点を見出している15）。
　しかしそうではあっても，ハバーマスは欧州連合とそれを支えている共通の政治文化に対する
信頼を失わない。将来的には，共通の政治文化そのものと様々な国民文化が区別されるようにな
る，とハバーマスはいう。つまり，ヨーロッパ全体に亘る政治文化と，芸術，文学，歴史，哲学
などに関する様々な国民文化との間の相違が現れるようになる，というのである。そして，法に
盛られた同一の普遍的原理が，様々な国民国家によって特有の解釈を施されることにより，立憲
的な愛国心といったものが成長することに期待を寄せている16）。このような立場に立つハバーマ
スは，普遍的な政治文化と様々な国民文化は，相違するものではあっても，敵対するものとは考
えていない。移民に関していえば，彼らが新たな本国の政治文化に進んで従うことは要請される
が，彼らの故国に特有の文化生活まで放棄することは求められていない。むしろ，移民は新たな
生活様式を持ち込むことで，共通の政治文化を解釈する視点を拡大し，増大することができるの
であるから17），ハバーマスの立場からいえば，多様な国民文化は共通の政治文化に貢献している
ともいえるのである。
　ハバーマスの国家論は，統治機構としての国家（state）の働きを，自由，平等，法の支配，
民主政治といった，いわば自由主義の原理にのみ繋ぎとめようとしているところに特色があると
いうことができる。反面，共同生活の場としての国家（nation）には，血統，習慣，生活様式，
言語，歴史など文化を異にする様々な集団が並存することを認めているのである。前述の通りハ
バーマスは，移民の権利と，一国内で認められている市民権を拒否する権利を認めている。また
「欧州諸国は，自由主義的な移民政策に同意すべきである」18） といって，積極的な移民政策を唱
導しているのであるから，私達が企業や学校やクラブを自由に選択して加入，あるいは脱退して
いるのと同様に，国家も自由な選択の対象にすべきことを説いている，とみることができる。そ
のようにみるなら，ハバーマスの国家論は，自由主義的な観点に立ってそれを極点にまで推し進
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めた国家論である，ということもできる。
　問題はこうした国家像が，私達が通常想定する国家のあり方とは大きく異なっていることであ
る。確かにわが国のように，憲法で「何人も，外国に移住し，又は国籍を離脱する自由を侵され
ない」（第 22条第 2項）と規定しているところでは，法的には国家すらも選択の対象とされてい
る，とみることはできる。自由主義的な憲法観に立つ限り，こうした条項を置くことは，論理的
に不可欠なこととなる。自由主義の論理を何ら遮蔽することなく展開し尽くしたところに生み出
されたのが，ハバーマスの国家論である，ということもできる。しかし論理的，法的に認められ
ている国籍離脱の自由，あるいは国家選択の自由が，多くの人々によって，クラブを自由に離脱
したり，そこに自由に加入したりするのと同じように行使されているわけではない。実際には多
くの人々にとって，国家というのは自由に選択することが極めて難しい集団である。なぜ難しい
のかといえば，統治機構としての国家（state）が実践している普遍的な自由主義的理念に，
人々が不安を覚えるからではない。共同体としての国家（nation）が体現している，特定の言語，
習慣，生活様式といった，特定の文化に適合できるかどうかに，人々が確信を抱けないからであ
る。ハバーマスが推奨する自由で民主主義的な政体といえども，自由や平等や民主主義の維持に
のみ力を尽くしているわけではない。そうした諸価値の土台になっているが，同時に人々の自由
な選択を実質的に制約している，ネーションそのものの維持にも取り組まなくてはならない。自
由と民主主義の理念のみでは，政治を語ることはできないのである。
Ⅳ　他者との連帯の推進
　M・サンデルは，政治の根幹を他者との連帯の推進に求め，ネーションを含む共同体を重視し
ている点で，上述の議論とは異なった政治論を展開している。サンデルによれば，連帯の責務と
は私達が同胞として互いに負う忠誠と責任をいう。独自の人格とは，ある家族，国家，民族の一
員，歴史の担い手，共和国の国民としての責務を担うことによって形成される。この連帯の責務
は，誰かと合意を結ぶことによって担われるものではないが，私達のアイデンティティを形成す
る上で不可欠なものである。私達が家族や同胞の行動に誇りや恥を感じる能力も，この責務に関
連しているのである19）。
　サンデルに従えば，連帯の責務を果たすためには自己統治（self-government）の共有というこ
とが不可欠となる。自己統治の共有とは，同胞市民と共同善について熟議し，政治共同体の運命
の形成に貢献する，ということである。しかし共同善について熟議するためには，自由主義者が
説くような，自己の目的を選び，同様なことを行う他人の権利を尊重するといった能力以上のも
のが必要となる。すなわち，公的な事柄に関する知識，帰属感，全体に関する関心，その運命が
問題になっている共同体との道徳的結びつき，といったものが必要になる20）。サンデルが強調す
る自由とは，個人的な目的や価値を選ぶことではなく，自らの運命を支配する政治的共同体の統
治を共有することである。この自由が，サンデルが共和主義的伝統の下での自治と呼ぶものであ
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る。この自治が成り立つためには，政治的共同体と十全な一体化を果たし，共同善の観念を持っ
て思考し行動する市民が存在しなくてはならないのである21）。
　サンデルは道徳的な結びつきや愛着を通して，市民としての特性を養う必要をとりわけ強調す
る。サンデルにとっては，市民が一定の習慣や気質を身につけ，全体に対する関心を持ち，共同
善への志向を保持することは，法秩序を保持すること以上に重要なことである。サンデルはいう。
「こうした状態を所与のものとみることはできない。それは絶えず養成して行かなければならな
いものである。家族，近隣，宗教，労働組合，地方政府，こうした全てのものは，成員としての
習慣を養うことにより，また人々を私的目的を超えた共同善へと向かわせることにより，市民と
してのあり方を習得する上で，人々を教育するのに役立つ実践例を提供している。」22） しかしこ
うした有徳な市民を養成することよりも，政府が人々の欲求を所与のものと考え，それをできる
限り完全かつ公平に満たすことを目指す政策を追求するようになったところに，サンデルは現代
政治の最大の問題点を見出している23）。
　それでは，同胞市民と共同善について熟議し自己統治を共有する上で，現代の国家はどのよう
な役割を果たしているのだろうか。サンデルは主権国家のあり方を検討することで，この問題に
答えようとする。サンデルによると，人々は自分達の住む世界が巨大で，自分達の手の届かない
諸力によって支配されるようになると，自分達を位置づけることができる政治組織を求めるよう
になる。かつての一時期，国民国家は集団的一体性と自己統治を結びつけることによって，こう
した要求に応えようとした。少なくとも理論的には，各国家は多少とも自足的な政治的，経済的
単位であり，そこでは共通の歴史，言語，伝統により人々の集団的一体性が明確に表示された。
国民国家は，自らの主権の行使が市民の集団的一体性を表明しているという理由で，市民の忠誠
を要求する権利を主張したのである24）。サンデルはそうした事態を示すものとして，革新主義の
時代にセオドア・ルーズベルトが，大企業の権力に対抗するために新しいナショナリズムを唱え，
国民的一体性の意識を高めようとした例をあげている25）。
　しかしサンデルによると，「革新主義の時代」から「ニュー・ディール」を経て「偉大な社
会」に至るまで，ナショナリズムを推進する計画は部分的な成功しか収めることができなかった。
その計画の下で強力な国民政府を作ろうとしたが，国民的一体性を養成することができなかった
のでる。それをなし得なかったのは，経済的な取引の面でも，コミュニケーションの面でも，グ
ローバル化が進展したからである。私達は今日，各種の人権条約，地球環境に関する協定，貿
易・財政・経済発展を左右する世界的な団体といったものに取り囲まれている。こうしたグロー
バル化に対処するために，サンデルが提起するのは，主権を移転することではなくて，分散させ
ることである。「主権国家に代わり得る最も有望な道は，人類の連帯に基づくコスモポリタン的
な共同体ではなく，多様な共同体と多様な政治団体 ― 国家より大きいものもあれば，小さいも
のもある ― であり，主権はそれらの間に分散される」とサンデルは説き，主権を上方にも下方
にも分散させる政治のみが，グローバルな市場の力に対抗できるものである，ということを強調
する26）。
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　サンデルによれば，アリストテレスの時代以来共和主義的伝統の下では，自己統治とは特定の
場所に根を持つ活動として，またその場所とそれが具現する生活様式に忠誠を尽くす市民の活動
として理解されてきた。しかし現代における自己統治は，近隣から国家を経て世界全体に至るま
で，多様な状況のなかで自らを展開する政治を必要としているのである。従ってそうした政治に
おいては，主権分割に伴う曖昧さに耐え，多様な位置づけを持つ自己として思考し活動すること
ができる市民が要請されることになる。サンデルはいう。「私達の時代に固有な市民の徳とは，
私達に求められる，時には重なり合い，時には対立する種々の義務の間にあって，自分達の生き
方について交渉する能力であり，多様な忠誠が引き起こす緊張を耐え忍ぶ能力である。」サンデ
ルは，グローバルな諸力を支配したり，あるいはそれと戦ったりする市民の力の源泉は，私達に
道徳的特性を与えている場所，物語，記憶，意味，出来事，一体性であるという。従ってそうし
た源泉を養成することが，現代政治の喫緊の課題になるのである27）。
　こうしたサンデルの見解から明らかな通り，彼は共同善を生み出す共同体を重視しているが，
決して国家（nation）という共同体のみを重視しているわけではない。この点で彼は，彼が尊崇
の念を抱くアリストテレスとは決定的に異なっている。アリストテレスにとっては，国家は他の
全ての共同体を自己のうちに包括する最高最上の共同体であった28）。これに対してサンデルに
とっては，前述の通り，主権は国家にのみ留めておくべきものではなくて，国家の上にも下にも
分散すべきものである。サンデルのこのような指摘は，一見今日の状況に極めてよく適合してい
るように見える。欧州連合は，欧州連合条約により，通貨同盟への道を促進し，経済，防衛，安
全に関する共通の政策の実施を目指し，さらに欧州連合共通の市民権を作り出している。また今
日様々な国で，地域に関する事柄は当該地域自らが決定する，いわゆる地域分権が進行している
ことも周知の通りである。しかしこうした状況をもって主権の分散とみることはできない。主権
を分散すれば，サンデルのいう自己統治も不可能になる。しかしこの問題については，Ⅵにおい
て検討することにしよう。
Ⅴ　ネーションにおける政治義務
　国家とは何か，という問題を探るためには，国家に対する政治義務の問題を考察することも必
要となる。こうした角度から，国家，とりわけネーションの性格を解明しようとしているのは，
Y・タミルである。彼によれば，自由主義的な哲学者達は，政治義務を自由で合理的な行為者が
自発的に引き受けた義務と定義し，国家の権威を正統化する根拠を同意に求めようする。しかし
政治義務のプロセスを考察するためには，自由で合理的な要素だけではなく，情緒的で直感的な
要素も考慮に入れなければならなくなる。すなわち政治義務には，特定の結合体の構成員の感情
に基礎づけられたものもあるのである。タミルはいう。「こうした義務は，構成員の間に，自分
達の社会を保持することが価値ある試みであるという信念と同時に，成員であるという感情と帰
属感を引き起こす，社会的結合体によって生み出されものである。」要するに，構成員であるこ
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とに伴って，努力を共有し，継続する仲間意識が生じ，そこから相互に責任と義務を負い，将来
の世代について配慮し，共通の過去を尊重するといった姿勢が生み出されることになるのであ 
る29）。
　タミルに従えば，政治義務の問題は，公平な自我が中立的な観点から語ることができるような
ものではなく，ある脈絡のなかに置かれた個人の立場に立って述べることができるものである。
従って政治義務を正当化する根拠は，少なくとも部分的には，個々人が自分達自身の社会的立場
をどう理解するか，にかかっているといわなくてはならない。そのように考えるなら，私達が特
定の国家の市民であるという事実は，義務を作り出すための必要な条件ではあっても十分な条件
とはいえなくなる。市民権というのは，構成員であることに伴う感情によりは，むしろ法的基準
に基礎づけられた形式的概念である。しかしタミルは，法的結びつきのみでは，政治義務を維持
することはできない，ということを強調する30）。こうしたタミルの考え方は，市民権という法的
概念のみを重視して，人間の感情面に注意を向けない自由主義的な国家論に対する根本的な批判
を含んでいる。
　タミルに言わせれば，単に構成員であるという事実は，その構成員に義務を背負わせることに
はなり得ない。アメリカ在住のイスラエル人の両親から生まれた子供は，自動的にイスラエルの
市民権を獲得することになる。しかしその子供はその事実を知らないかもしれないし，イスラエ
ルを訪れることも，同国に興味を持つこともないかもしれない。そういう場合には，イスラエル
の市民権を法的に所持することは，その子供にとって意味のないことであり，いかなる義務感を
生み出すこともないのである。人の結合から義務が生じるためには，その義務が何らかの帰属感
に基礎づけられなければならないし，人の立場が能動的，意識的に自覚され，その立場が肯定さ
れることも必要となる。人は自発的な選択によってよりも，出生によって特定の社会で成員とし
ての資格を獲得するかもしれないが，成員としての資格と一体化するという意識がなければ，義
務が生み出されることもあり得ない。このような一体化の意識があるなら，義務は自発的に引き
受けられたものとみることができるのである31）。
　こう考えると，結合から生じる義務は，結合体との帰属感や一体感があるかどうかに依拠する
ことになる。政治義務が存在するためには，個々人が国家を自分達の国家として，法律を自分達
の法律として，政府を自分達の政府としてみるということがなくてはならない。いうまでもなく，
そうした個々人の態度は同意によるものではない。すなわち，特定の時期に，特定の行為によっ
て開始されたものではないのである。そうした態度は，共同体への帰属感と一体感を獲得する過
程と同様，極めて長期に及ぶ，漸進的な過程の産物であるとしかいいようのないものである。タ
ミルによると，こうした義務は，社会化の課程の歩みのなかで獲得されたものであるが，自発的
に引き受けられたものであるので，同意によって獲得された義務と同様妥当なものである32）。
　さらにタミルは，結合から生じる義務が依拠する帰属感は，国家の道徳的性質とは無関係に出
現するものであると主張する。彼は次のような事例をあげてこのことを説明する。イスラエル国
家の存在の正しさを固く信じているイスラエル人が，イスラエルによるヨルダン川西岸地域の占
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領を極めて不道徳な行為であると考えたとする。占領地域での軍事活動のために召集された際，
彼は道徳的ディレンンマに直面し，正しく行為したいという欲求と国家への義務の間に引き裂か
れることになる。タミルによれば，彼がそうしたディレンマに直面するということは，国家の不
道徳な政策を知覚したとしても，なお彼が国家に対して結合する義務を感じている，ということ
を意味している。彼が結局軍務に服さない決断をしたとしても，そのことは，他の義務との均衡
を計ったり，事態の性質を考慮したりした結果，特定の結合の義務よりも，もっと一般的な道徳
的義務の方を優先させた，ということに他ならないのである33）。
　こうした考察から，彼は次の二つの結論を引き出している。一つはそしてこれが最も重要なこ
とであるが，個々人は国家が自分達の権利や利益を守ってくれるという理由だけからではなく，
むしろそれが自分達の一体化の対象として役立っているという理由で，国家に対する義務を引き
受ける，ということである。諸個人は国家が自分達自身のものであると思うからこそ，そのルー
ルに従い，その制度を維持し，あくまでもそれを守って行こうとするのである。第二に，国家が，
諸個人が不正とみなす法律や政策を打ち出す場合，諸個人はそれらに従うべきか否かを考え，決
断しなければならなくなる。しかしそうした場合にも，彼らが国家に結合の義務を負っていると
いう事実が考慮され，他の議論と比較してその重みが量られることになる。要するに政治義務は，
国家に対する無条件の服従と忠誠を要求するものではない。そうではなくて，国家の構成員であ
ることにより，またそれと一体化することによって生み出される感情が，政治義務のあり方を決
定する上で中心的な役割を果たしている，ということを示すところに政治義務論の存在理由があ
るのである34）。
　タミルのこの見解は，政治義務の根底に，人間の合理的思考とともに，あるいはそれ以上に国
家と結合するところから生じる帰属感，一体感といった感情があることを提示しているところに
大きな意味がある。タミルの議論の要点は，この感情的一体性を重視しつつも，それと自由，正
義，平等といった合理的，一般的道徳との間に均衡を計りつつ政治義務のあり方を決定して行こ
うとするところにある。しかしタミルのこうした考え方からは，国家共同体と他の共同体との相
違がどこにあるかを示すことはできない。私達は国家に対してだけでなく，他の共同体 ― 大学，
企業，教会，クラブなど ― に対しても，タミルのいう帰属感，一体感を感じるとともに，自己
の属する共同体が，一般的，普遍的道徳に従って行為しているかどうかを判断している。その限
りにおいては，国家共同体と他の共同体の間には何の相違もないのである。
　しかし双方の共同体の間には決定的な相違もある。もしも国家以外の共同体の構成員が，自ら
の属する共同体が普遍的道徳に反して行為していると考えた場合，その共同体に従う義務を拒否
し，その拒否の姿勢が受け入れられないなら，その共同体の構成員であることをやめる，といっ
た事態も起こり得る。しかし同様な事態は，国家共同体に関しては，他の共同体の場合ほど頻繁
には生じない。国家の制定する法律や政策に対して，私達はタミルの言が示唆するほど自由に，
従うか否かを決定することはできないのである。国家共同体に対して，他の共同体に対するのと
同様な選択の自由を行使し得ない以上，私達は国家に止まった上で，不正であり，不道徳である
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と自らが判断する法律や政策に対しても従わざるを得なくなるのである。
Ⅵ　国家共同体の性格
　上述のナスバウムやハバーマスのような自由主義的国家論にも，またサンデルやタミルのよう
な共同体重視論にも，共通に認められる問題点が二つある。一つは，こうした諸理論では，主権
の位置づけが不明確であることである。もう一つは，当然それと関連したものであるが，主権を
及ぼすことによって守ろうとする社会，すなわち国家共同体の性格が，十分に解明されていない
ことである。最初の問題から考えてみることにしよう。ナスバウムやハバーマスのように自由主
義的思考のみによって国家を捉えようとすると，国家は任意の結社と同質のものとみなされ，任
意の結社がそうであるように，主権は不要なものとなる。国家への加入とそこからの退出が，基
本的に他の団体と同様自由であるべきものなら，国家に主権を帰属させる必要もなくなることに
なる。またタミルのように，共同体を重視しながらも，国家という共同体の特質を摘出しないの
であれば，主権の所持を国家の特質とみる理由も当然なくなってしまう。
　サンデルは主権の必要は認めている。しかし主権は国家だけが独占すべきものではなく，国家
の上にも下にも分散すべきものと主張した。この見解は果たして妥当なものといえるのであろう
か。前述の通り，主権とは国家の意思決定権（意思形成権と意思執行権）を意味する。そしてこ
の権力を担保するために，国家には警察とか軍隊といった物理的強制力の独占が認められた。国
家とは正当な物理的暴力行使の独占を要求する人間共同体である35），という有名なM・ヴェー
バーの定義も，国家が主権を所持しているという前提の下でなされたものであることはいうまで
もない。この定義に則していえば，国家主権の分散とは，国家の独占している物理的強制力を国
家以外の団体にも分散することを意味する。しかしそれは国家分裂の（あるいはそれを招来す
る）状態に他ならないのであるから，こうした状態の下では，サンデルの重視する自己統治は不
可能となる。サンデルのいう国家主権の分散とは，正確にいえば，国家の意思形成権の多様化で
ある。つまり国家は自らの中央議会で決定していない事柄であっても，自らの意思として必要な
ら物理的強制力を用いてでも執行しなければならない状態に置かれている，ということである。
　次に国家が主権を置くことによって守ろうとする社会，すなわち国家共同体とはどのような性
格を持つものであろうか。20世紀イギリスの政治哲学者 B・ボーザンケトは，「効果的な自己統
治に必要な経験の統一と両立できる最も広い領域」36） が国家（本稿の表現を用いれば国家共同
体）であるといった。効果的な自己統治，すなわち意味のある自己統治を行うためには，単に
個々の経験を積み重ねることよりも，経験を統一して自己のなかに取り込み，自己のために活か
すことができなくてはならない。それを許容する最も広い領域が国家共同体である。ボーザンケ
トが言おうとしているのはそういうことである。現代の大多数の人々にとっても，国家共同体と
はボーザンケトがここで提示しているような意味を持つものであろう。すなわち殆どの人は，国
家共同体という領域を前提として自らの生活を設計し，自らの活動を意味あるものにしようとす
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る。国家が物理的強制力を用いてでもこの領域を守ろうとするのは，それがこのような意味を持
つものだからである。
　このような国家共同体を世界共同体にまで拡大し得ないのはもちろん，欧州連合のような地域
にすら及ぼし得ないのが，今日人類が置かれている状況である。確かにハバーマスの説く自由主
義的な政治文化であれば，世界的規模でその正当性を認識することができるかもしれない。そし
て私達が認識通りに行動できる能力を持っているなら，世界政府が出現していてもおかしくはな
い。しかしそうはならないのは，私達は必ずしも認識通りに行動できないからである。前述の
ボーザンケトが，ヒューマニティーに基づく全人類的な共同体は，人間の頭のなかで作られた可
能性として存在するに過ぎず，人間の根源的な忠誠心は，そうした共同体に対してよりも，一定
のまとまりと質を備えた国家に向けられる37），と述べているのも，人間の認識能力と実践能力の
相違を指摘したものと解することができる。人間の実践能力に忠実である限り，主権は一定のま
とまりと質を備えた国家共同体の維持に向けられることになるのである。
　国家共同体は，こうした実践能力を共有する人達によって構成される集団である。また，実践
能力を共有するところに生み出されるのが文化であると考えるなら，国家共同体とは特定の文化
を基盤とする人間集団である，ということもできる38）。こうした集団がハバーマスのいう自由主
義的な政治文化を有するということは大切なことである。しかしいくらそうした政治文化によっ
て統治しようとも，他の文化を受け入れることによって，一定のまとまりと質を備えた自分達の
国家共同体を弱体化し，崩壊させることは避けなくてはならない。そのために行使され，国家共
同体の保持に努めるのが主権の役割である。そういう場合に認識しておかなくてはならないこと
は，国家主権の行使と自由主義的政治文化の保持はそれぞれ独自の価値を持つものであり，両者
は必ずしも常に結びつくものではない，ということである。すなわち国家共同体の秩序を維持す
るためには，人の自由な移動，物の自由な取引といった，自由主義的政治文化の要請を一時抑止
することも必要になるのである。
　前述の通り，選択の自由の局限された国家共同体に留まる限り，私達は時に自分達の好まない
法律や政策にも従わなければならない事態が出来する。これはやむを得ないことであり，いくら
自由主義的政治文化のなかにあろうとも，それらに従わない自由を行使することはできない。国
家共同体の一体的保持ということは，自由主義的な政治文化の保持に優るとも劣らない重要性を
持つものである以上，これは当然のことである。しかし自由主義的政治文化の下で生きている限
り，自分は支持しないけれども，多数が支持することによって成立した法律や政策に対して，絶
えず異を唱え，その改変を主張して行くことはできる。つまり，ある法律に従いつつも，当の法
律の改正を主張する自由は，全ての人に保障されているのである。国家共同体という選択の自由
の局限された共同体に住む人々に対し，自由主義的な政治文化はそのような形で代償を提供して
いるのである。
現代自由主義における国家の位置48
註
1） フランシス・フクヤマ「長引く欧州危機」『読売新聞』2012年，8月 19日付。
2） Angela Kallhoff （ed.）, Martha C. Nussbaum: Ethics and Political Philosophy, New Brunswick 
（U.S.A.） and London （U.K.）: Transaction Publishers, 2001, p. 5.
3） Ibid., p. 6.
4） Ibid., p. 10.
5） Ibid., pp. 12～13.
6） Ibid., p. 15.
7） Ibid., pp. 31, 32, 33.
8） Ibid., pp. 32, 33.
9） Ibid., p. 31.
10） Jürgen Habermas, Contributions to a Discourse Theory of Law and Democracy （trans. by William 
Rehg）, Cambridge: Polity Press, 1996, p. 492.
11） Ibid., p. 494.
12） Ibid., p. 495.
13） Ibid., p. 497.
14） Ibid., p. 501.
15） Ibid., p. 502.
16） Ibid., p. 507.
17） Ibid., pp. 513～514.
18） Ibid., p. 514.
19） マイケル・J・サンデル『これからの正義の話をしよう』（鬼澤忍訳），早川書房，2010年，304頁。
20） Michael J. Sandel, Democracy’s Discontent: America in Search of a Public Philosophy, Cambridge: 
Harvard University Press, 1996, pp. 5～6.
21） Ibid., p. 274.
22） Ibid., p. 117.
23） Ibid., p. 274.
24） Michael J. Sandel, Public Philosophy: Essays on Morality in Politics, Cambridge: Harvard 
University Press, p. 33.
25） Ibid., pp. 15～16.
26） Ibid., p. 32.
27） Ibid., p. 34.
28） アリストテレス「政治学」（田中美知太郎責任編集『アリストテレス』所収）中央公論社，
1998年，65頁。
29） Yael Tamir, Liberal Nationalism, Princeton: Princeton University Press, 1993, p. 130.
30） Ibid., p. 134.
31） Ibid., p. 135.
32） Ibid., pp. 135～136.
33） Ibid., p. 136.
34） Ibid., p. 137.
35） マックス・ヴェーバー『職業としての政治』（脇圭平訳），岩波文庫，2007年，9頁。
36） Bernard Bosanquet, The Philosophical Theory of the State, London: Macmillan, 1965, p. 140.
37） Bernard Bosanquet, Social and International Ideals, London: Macmillan, 1917, pp. 292, 294, 295.
38） この言い方は，多文化を受容する生き方も特定の文化である，という考え方を含んでいる。
